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海岸・海域の公物管理法制と司法審査に関する考察




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(28) 横山信二「海・海岸の管理」『ジュリスト増刊 法律学の争点シリーズ 行政法の
争点〔第版〕』（2004年）199頁、同「海の利用関係」『松山大学論集』
巻号（1993
年）43頁以下、多賀谷一照「沿岸域の法理への視覚」千葉大学法学論集12巻号（1998
年）35頁、荏原明則「海浜埋立の法的問題─瀬戸内海環境保全特別措置法をめぐって」
『公共施設の利用と管理』（日本評論社、1999年）101頁
一方で、前記最判平成19年12月	日の紛争事案は、まさに現行の海岸管理法制
の不備を露呈したといえるものであり、有限な資源の保全と活用の両立のため
には、旧来の公物法の枠組みのもつ限界を認識し、海域の総合的利用調整に係
る管理権限を地方公共団体に与える形での新しい海域管理法の検討
(30)
がもはや喫
緊の課題である。なお、港湾区域に関し、「港湾は国際社会の出入口であり、
外国船に対して開かれた存在」であるとして国際社会と国際法の視点から国の
大幅な関与の必要性を強調する見解も見られる
(31)
。テロ等からの国土防衛や領海
に係る国際法に関する事務については国家的視野から遂行されなければならな
いことはいうまでもなく、国が責任をもって対応すべきものである。しかしな
がら、地方の中小港湾にあっては、船舶の定期航路自体がなく、岸壁が事実上
の漁船係留施設となっているような「船が来ない」港湾施設の存在、あるいは
廃船の不法係留といった地域的課題も少なくない。このような現状を踏まえ、
港湾区域の内外で完全に分断されている海岸・海域の管理行政を見直すととも
に、総合行政主体である地方公共団体が条例を活用しつつ、多様な当事者の関
与する地域空間としての沿岸海域の管理に参画していくことは不可欠である。
海上保安庁による海上警察権の行使は当然としても、海域の利用調整など管理
の側面においては、現行の縦割法制を前提とした国の行政組織によって対応で
きることはむしろ限られているのである。
このように考えると、今後の法的枠組みを検討するに当たっては、現行の公
有水面埋立法、海岸法についても『沿岸域管理法』（仮称）のような総合法制
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(29) 塩野 宏「自然公物の管理の課題と方向」『行政組織法の諸問題』（有斐閣、1991年）
320頁
(30) 橋本博之「海洋管理の法理」『金子宏先生古稀記念祝賀 公法学の法と政策（下）』
（有斐閣、2000年）683頁。塩野宏「法定外公共用物とその管理権」『行政組織法の諸問
題』（有斐閣、1991年）333頁は、当時の法定外公共物について地域住民に密着した管理
が十分に行えるようにするための法制度整備の必要性を指摘する。
(31) 櫻井敬子「行政法講座30 海から見た海岸法制」『自治実務セミナー』46巻
号
（2007年）頁以下
への発展的統合が望ましい。その場合、「沿岸域管理計画」（仮称）の策定が不
可欠であるが、計画には次のような視点が求められると思われる
(32)
。
ア．海域及び海浜保全全般にわたる総合的計画として、適正な沿岸域の利用
と保全のためのゾーニングを行うこと、イ．計画策定権者は各都道府県知事と
し、知事は、各省庁別縦割りの各種法令に基づく規制・行政計画を総合化し、
かつ水平的調整機能を持つ海域保全・利用に係る総合計画を策定すること、
ウ．相互に影響を有する沿岸域圏を一体として管理するため、総合的な水質保
全、漂砂管理等も含めた広域的な視点によるものとすること、エ．計画策定に
当たっての諮問機関として学識経験者、関係地方公共団体、関係行政機関、民
間企業、漁業者、住民、NPO等の当該沿岸域圏に関わる多様な関係者の代表
者を構成員とする「沿岸域管理委員会」を新設し、当該沿岸域圏に関わる多様
な関係者の参加と連携による十分な調整を図ること。
もちろん、当該沿岸域管理計画については、当面は現行の海岸法、港湾法な
ど個別法令の存在を前提とした上で、各地域の実情に応じ、各都道府県又は市
町村の条例において横出しとして策定することも可能と解される。各地の地域
特性を踏まえた管理を条例に基づいて実践した上で、有益なものは国法にフィ
ードバックしていくというスタンス
(33)
が、とりわけこれからの「地域主権型社
会」においては求められている。なお、海洋政策の新たな制度的枠組みを確立
するために国の総合的な取り組みを定めた法律として平成19年月に制定さ
れ、同年	月から施行された海洋基本法においては、「沿岸域の総合的管理」
について、「自然的社会的条件からみて一体的に施策が講ぜられることが相当
と認められる沿岸の海域及び陸域」につき、諸活動に対する規制その他の措置
を総合的に講ずることにより適切な管理を行う旨規定されている（同法25条）。
このことからも、個別法の制定改廃の具体的検討が急がれなければならない。
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(32) 三好規正『流域管理の法政策』（慈学社、2007年）200頁
(33) 小早川光郎・小幡純子編『ジュリスト増刊 新しい地方自治・地方分権』（2000年）
144頁
⑵ 公有水面埋立法制の見直し
①計画裁量への手続的統制
公有水面埋立免許のように広い裁量が認められる処分については、行政裁量
の手続的統制
(34)
が重要である。このためには、計画段階における事前手続きの適
正化を図ることにより、公有水面埋立法の手続法から計画法への転換を図るこ
とが必要と考えられる。このためには、生態系保全、漁業振興、海上交通、レ
クリェーションなどを考慮した海域の保全及び利用計画を先に定め、そこに余
裕がある場合にのみ有限な資源としての海と埋立目的を調整した上、総合的な
環境影響評価を経て埋立てを認めるという原則に転換していくことが求められ
るであろう
(35)
。とりわけ、現行法の埋立免許手続における住民参加が著しく不十
分である点にかんがみ、行政計画の内容の適正化と民主的コントロールを図る
ための手続的統制の手法を導入し、計画確定に至る手続きの精緻化を図ること
が不可欠であることから、以下のような多段階の事前手続きを導入することが
考えられる。
）埋立計画段階での住民への情報公開と当該規模の埋立てを必要とする理
由の提示、）立地箇所の変更及びゼロオプションも含めた代替案の提示と比
較評価、）利害関係人を含む公募による市民パネリストが一定期間、関係行
政庁及び学識経験者からの情報提供を受けて当該計画案の事前審議を行うとと
もに公聴会を開催（利害関係人には計画策定庁に対する質問権、代替案提出権
及び計画策定庁の回答に対する反論権を保障）、）計画策定庁及び埋立免許
庁への検討結果報告書の提出、
）一連の手続が終了した後、所定の埋立免許
申請手続に移行
さらに、上記手続きに加え、関係都道府県の条例で公聴会やパブリック・イ
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(34) 常岡孝好「裁量権行使に係る行政手続の意義―統合過程論的考察」『行政法の新構想
Ⅱ』（有斐閣、2008年）257頁
(35) 阿部泰隆「埋立て・干拓の実態と問題点」『ジュリスト増刊総合特集34号 転換期の
土地問題』（1984年）148頁
ンボルブメントなど住民参加措置について必要と認められる手続きを上乗せで
きることとすべきである
(36)
。かかる事前手続きの導入により、公益、私益間の適
正な比較考量を行うことが可能になり、司法審査の際には計画裁量の手続的統
制手段としても活用可能となるであろう。また、事後の争訟提起による事業の
遅延防止や裁判所の過重負担軽減にも有用であると思われる。
とりわけ公有水面埋立ては、海を不可逆的に消滅させ、人々の自由使用の機
会を根本的に剥奪するものであることにかんがみると、公物の管理は国民の信
託に基づいて行われるとする公共信託論の考え方を指導原理のつとして行政
手続的整備を図ることも検討に値する。これは、米国の判例法において発展し
てきたもので、「潮間域その他一定の土地と水は、主権を有する各種の州自治
体の市民によって、一般的な利益のためにのみ利用されるべく信託されてい
る」とするものでこれによって公衆の海浜利用が認められてきた
(37)
。まずは、公
法法規解釈上の指導的原理の一つ
(38)
としての公共信託論をわが国の行政法システ
ムに根づかせていくことが期待されるところである。
次に、埋立地への立地施設（いわゆる上物）の審査については、それぞれの
施設に応じた関係法令に基づいて行われるため、埋立免許申請の段階では、埋
立免許権者には発電所自体の安全性や公害問題についての審査権限はないとい
うのが、これまでの判例
(39)
であった。現在の縦割立法に基づく権限配分を前提と
する限りにおいては、埋立免許申請の段階で、極めて専門技術性の高い他の許
認可を全て審査することは困難ではあるが、結果として、埋立免許基準にあ
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(36) 市民、自治体、中央政府の間における計画間調整と開かれた協議過程の重要性を説く
ものとして大橋洋一『対話型行政法学の創造』（弘文堂、1999年）103頁以下
(37) 公共信託理論の詳細については、畠山武道『アメリカの環境保護法』第章（北大図
書刊行会、1992年）168頁〜176頁、荏原明則「アメリカにおける水・沿岸・公有地の利
用と管理」『公法研究』51号（1989年）250頁参照
(38) 阿部・前掲注(22)46頁
(39) 札幌高決昭和49年11月
日行集25巻11号1409頁、福島地判昭和53年月19日判例時報
894号39頁
る、埋立地の用途の国土利用上の合理性や環境への配慮の有無等についての実
質的審査はできないこととなってしまうとして、批判が強い
(40)
。
したがって、立地施設の適法性についても上記事前手続きの際、関係機関の
意見を踏まえて、環境影響評価とともに審査することが問題の直裁な解決につ
ながると考えられる。
②環境影響評価制度の見直し
公有水面埋立免許事務の一連の過程において、最も必要と考えられるのが、
環境配慮基準の具体化、精緻化による裁量の統制である。わが国の環境影響評
価制度においては、「○○（喪失する自然環境）については、△△（代償的措
置）を行うこととしているため影響は軽微である」といった、事業者が行う環
境保全対策による効果を織り込んで結論を出すことが少なくない。しかしなが
ら、人工干潟の造成といった代償的措置に対する評価が過大なものとなってい
ないか、精緻な事後評価を行うことが必要である。そして、このためには、地
域全体の環境計画の内容が具体的であり、かつその利用調整のルールが確立さ
れていることが前提となる。その上で、特定の事業実施が環境に与える影響に
ついての客観的・科学的な調査結果の把握とこれに対する客観的・科学的分析
を踏まえて、環境への影響を最小化しうる対策を検証し、結論を出すという手
続きが環境影響評価の段階で確実に行われなければならない。そこで、現行の
環境影響評価法に基づく環境影響評価とは別に、前記の事前計画確定手続きに
おいて戦略的環境アセスメント（SEA）としての「環境影響評価説明書」の
作成を義務づけることとすべきである。同説明書の作成に当っては、（ア）埋
立て自体による地形の改変の影響、（イ）埋立て土砂取得行為の影響、（ウ）埋
立て工事本体の影響、（エ）埋立後の土地の利用行為の影響、（オ）過去の類似
した埋立てが周辺環境に与えた影響、の各視点について、どのような環境要素
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(40) 阿部・前掲注(22)46頁、山下淳「判例批評」『自治研究』第57巻第号（1981年）146
頁
にどのような影響を与えるのかについて検証を行うものとし、海浜、干潟、健
全な生態系などいったん破壊されると回復が不可能となる環境資源について
は、事前に環境価値を金銭に見積もって環境評価を行わなければならないもの
とするのが適当である
(41)
。
なお、現行法制度上は、環境影響評価法の特例措置として、港湾法に基づく
港湾計画の決定・変更の際に環境影響評価が義務付けられており（環境影響評
価法47条以下）、いわゆる計画アセスメントが定められてはいるが、埋立てに
係る区域及び土地を掘り込んで水面とする区域の面積の合計が300ha以上のも
のに限られる（環境影響評価法施行令	条）ため、この網にかかる港湾計画は
全国的にもわずかである。また、港湾計画の環境に与える影響を第三者的立場
から長期的に評価するものではないため、客観性、科学的正当性の点から限界
があると思われる。
おわりに
本稿は、最近の争訟において争点となった海岸・海域という自然公物の管理
の問題点を踏まえ、その解決のための新たな法システムの提言を試みようとし
たものであるが、未だ中途半端なものにとどまっている。前述のように海につ
いての立法は空白領域が多く、はなはだ不備である。しかし、沿岸海域は、水
循環系の終着点として生態系の根幹をなすものであり、いったん破壊されれば
復元はまず不可能な自然公物である。立法の不備に藉口した無秩序な開発の前
に無力であったこれまでの法執行過程を今一度顧みて、行政だけでなく裁判所
も協働して適正な法形成を図ることにより、将来の世代に健全な国土を受け継
いでいくことを真剣に考える時期である。そのための新たな法理の早期確立を
求めて引き続き検討を進めていく必要があると考える次第である。
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(41) 戦略的環境アセスメント（SEA）の概要については、原科幸彦「維持可能な発展の
ための環境配慮」『環境と公害』第30巻第号（2001年）10頁以下
